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長谷部亮一 名誉教授略歴i
一出 生一 ・
大正13年10月23日 北海道野付郡別海村字オダイ トウで生まれる。
一 学 歴 ・職 歴 一
昭和16年12月
昭和19年9月
昭和23年3月
昭和23年3月
昭和26年3月
昭和29年4月
昭和32年4月
昭和36年4月
昭和37年3月
昭和43年4月
昭和45年4月
昭和46年9月
昭和47年10月
昭和49年7月
昭和51年7月
昭和55年3月
昭和59年2月
昭和59年3月
昭和59年4月
根室商業学校を卒業する。
小樽高等商業学校を卒業する。
東京商科大学商学部を卒業する。
小樽経済専門学校文部教官に任ぜられる。
小樽商科大学講師に任ぜられる。
小樽商科大学助教授に任ぜられるQ
立正大学経済学部助教授に任ぜられる。
北海道大学経済学部助教授に任ぜられる。
経済学博士の学位を授与される(北 海道大学)。
北海道大学経済学部教授に任ぜられる。
北海道総合経済研究所副所長に任ぜられる。
北海道総合経済研究所所長に任ぜられる。
小樽商科大学教授に任ぜられる。
小樽商科大学学生部長に併任される(任 期は昭和51年6月 まで)。
小樽商科大学付属図書館長に併任される(任期は昭和55年2月 まで)。
小樽商科大学学長に任ぜられる。
小樽商科大学学長を任期満了のため退職する。
小樽商科大学名誉教授の称号を授与される。
日本大学商学部教授に任ぜられる。
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長谷部亮一名誉教授著作 目録
1著 書
「経済学概論」北海道労働部通信労働教育講座1956年3月 。
「例解経済学」(共 著)白 桃書房1963年4月 。
「国民福祉指標開発の背景と問題点」全国地方銀行協会1971年12月 。
II'翻 訳 書
S.ク ズネッッ著 「経済成長一六っの講義」厳松堂1961年4月 。
S.ク ズネッツ著 「戦後の経済成長」(共 訳)岩 波書店1966年9月 。
皿 論 文
「ケインズ的豫想にかんする覚書」小樽商科大学開学記念論文集(1950年3月)。
「『一般理論』における計画パラメータの問題」『商学討究』1巻2号(1951年1月)。
「道民所得調査資料の分析」『商学討究』2巻1号(1951年7月)。
「勤労所得と個人業主所得」『商学討究』2巻2号(195]年11月)。
「ハートの豫想理論にっいて」『商学討究』3巻2号(1952年9月)。
「札幌市の物価指数」『商学討究』3巻4号(1953年3月)。
「豫想分析の不決定性」『商学討究』4巻4号(1954年2月)σ
「国民所得における帰属利子の問題」『商学討究』5巻2号(1954年10月)。
「景気変動論における豫想要因」r商 学討究』6巻2号(1955年9月)。
「投資の三局面について」『商学討究』7巻2・3号(1956年12月)。
「有効需要の定義にかんするノー ト」『経済学季報』18号(1958年2月)。
「国民所得と政府生産物」r経済学季報』20号(1958年9月)。
rリ アルバランス効果とケイ ンズ理論」『経済学季報』9巻1号(1959年11月)。
「農家消費関数の計測について」『経済学季報』9巻3号q960年3月)。
"SavingsintheEconomicGrowthofPostwarJapan"(共著)ECAFE
,
Ecoηom`cBμZZe翻 π∫orAs`α αη(1FαrFα 就,Vo1.XI,No.2(1960年9月)。
「無償用役と国民所得」『経済学研究』12巻1号(1962年6月)。
「農家貯蓄関数の吟味」r経 済学研究』12巻2号(1963年2月)。
「無償用役と国民所得(続)」 『経済学研究』13巻3号(1964年1月)。
「人口集積と所得生産性」北海道大学交通計画研究室 『北海道道路計画にかんする研究
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そ の1』(1965年7月)。
「北海 道 に お け る所 得 地 域 差 」『開発 金 融』1号(1965年11月)。'
「国民 所 得入 門 〔1》一(5}」 『金 融 ジ ャー ナ ル』8巻1-6号(1967年工月 一6月)。 ,
「地 域 別 所 得 計 算 と国 民所 得 」 北 海道 立 総 合 経 済 研 究 所r道 民 所 得勘 定 推 計 資 料』4号
(1967年3月)。
「国 道 建 設 の 経 済 効 果 につ い て 」r総 合 交 通 工 学 の 体 系 化 にかん す る研 究 グル ープ 報 告 書 』
H(1968年3月)。
"RegionalIncomeDifferentialsinRecentJapan"Rθpoπqプ抗eHoた んα`do
βrαπcんoゾ 疏 θ」αραπRθ8εoπ αZSc`θ η6θ、4ssocεα6`oη,Vo1.II(1968年12月)。
「帰 属 利 子 再 論 」 伊 藤 俊 夫 教授 還 暦 記 念 論 文 集 『金 融 と経 済 の 諸 問 題 』 中 央 公 論 事 業 出
版(1969年1月)。
"lmputationofBankingServicesinNationalIncome"Ho肱dα`」覧oηo而c
Pαpθ 附,Vo1.1(1969年3月)。
「県 民 所 得 の 格 差 と その 変 動 」 『北 海 道 経 済 構 造 研 究 』1号(1969年3月)。
「北 海 道 の 民 間 企 業 設 備 投 資 の 予 測 」 『開 発 金 融 』 ヱ5号(ヱ970年11月)。
"PrefecturalIncomeDifferentialsinJapan"Ho勧dα`灰oπomεcPαpezs
,
Vo1.II(1972年3月)。
「所 得 の 地 域 格 差 と人 口移 動 」 南 亮 三 郎 博 士 人 臼学 体 系 完 結 並 び に喜 寿 祝 賀 論 文 集 『人
口 と経 済 と社 会 』 千 倉 書 房(1973年12月)。
「地 域 計 量 モ デル と政 策 シ ミュ レー シ ョ ン」(共 著)『 エ コ ノ ミッ ク フ ロ ンテ ィア』7・
8・9合 併 号(1977年 工2月)。
IV調 査 報 告
「道民経済における賃金の役割」北海道立労働科学研究所研究調査報告35号(1951年5月)。
「本道の物価指数にかんする研究」 北海道立労働科学研究所研究調査報告52,53号(19
52年2月)。
「道民所得の推計と利用にかんする諸問題」道民所得調査資料12号(1954年5月)。
「昭和36年 度北海道資金循環表の試算」(共 著)北 海道東北開発公庫資料(1964年3月)。
「札樽地区における製造業の構造」 北海道産業調査協会r札 樽工業開発にかんする基礎
資料』1(1965年7月)。
「昭和36-38年 度北海道資金循環表の試算」(共 著)北 海道東北開発公庫資料(1966年8
月)。
「北海道における景気循環の研究(IV)」 北海道企画部開発関係資料33号(1967年2月)。
「生活の指標化とその問題点」北海道企画部資料(1969年12月)。
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「昭和48年 北海道貿易実態調査報告書」北海道貿易物産振興会資料(1974年3月)。
「市町村民所得の推計と利用について」十勝圏振興協議会資料(1974年3月)。
「北海道新幹線鉄道の社会経済的波及効果に関する研究」北海道経済分析 研究会 資料
(1977年3月)。
